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-----令和３年３月１日時点の情報に基づき記載しています----- 

 
 

週２０時間以上等「短時間労働者」の社会保険の加入義務化 

（※）１０１人～５００人：令和４年１０月～ 

（※）５１人～１００人：令和６年１０月～ 
※注…現在の社会保険適用対象者数 

 
これまで、５００人以下の事業所であれば、一般従業員の所定労働時間が週４０時間

の場合、週２０～３０時間未満のパート、アルバイト、嘱託等は社会保険（健康保険＋

厚生年金保険）に加入不要でしたが、今後は人員規模により社会保険への加入が必須に

なります。 
実施時期は、１０１人～５００人の事業所では令和４年（２０２２年）１０月から、

５１人～１００人の事業所では令和６年（２０２４年）１０月からです。上記日付以降

は、週２０時間以上等の「短時間労働者」の基準を満たす方は本人の希望にかかわらず、

また、賃金の多い・少ないにかかわらず、社会保険への加入が義務化されます。 
 

対象となる「短時間労働者」は・・・ 
対象となる「短時間労働者」は以下の要件をすべて満たす方です 

・週所定労働時間が２０時間以上 
・２カ月以上勤務する見込み 
・月額賃金が８８０００円以上 
・学生ではない 
 

対象となる「事業所」の人員は・・・ 
 
対象となる「事業所」の人員についてですが、法人の場合は、企業単位（法人番号が

同一の単位）で考えます。 
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例えば、現在の社会保険適用者が本社４０人、Ａ営業所４０人、Ｂ営業所４０人の法

人の場合は合計１２０人となり、令和４年（２０２２年）１０月から法人全体として対

象になります。同様に、本社５人、Ａ店舗３０人、Ｂ店舗２０人の場合は合計５５人と

なり、令和６年（２０２４年）１０月から対象になります。 
 

対象者への影響、事業所への影響 
週２０～３０時間未満に該当している方といえば、配偶者の健康保険被扶養者＋国民

年金第３号被保険者となっている方も多いと思います。今後は自らが社会保険に加入す

ることにより、将来受給する老齢年金の増額や、傷病手当金や出産手当金等の健康保険

給付が受けられるメリットがある一方、新たな社会保険料負担が本人と事業主に発生す

ることとなります。 
これを機に働き方を変える従業員様がいらっしゃるかもしれません。引き続き社会保

険に加入しないことを希望するのであれば働く時間数を減らしたい、逆に、社会保険に

入ることになるのであれば働く時間数をもっと増やしたい、または正社員への移行の要

望がでてくるかもしれません。 
事業所としては、まずは、誰が対象者となるのかを把握し、そして対象者への制度周

知、個々への説明や勤務時間の見直し可否などについて、早めに対応することをお勧め

いたします。具体的な事例につきましてはどうぞご相談ください。 
 

社会保険（健康保険＋厚生年金保険） ◎・・・社会保険加入　対象（改正による追加対象）
適用対象者一覧 ○・・・社会保険加入　対象

×・・・社会保険加入　対象外

現在
令和4年

（2022年）10月～
令和6年

（2024年）10月～

30時間以上 ～ 40時間以下

20時間以上 ～ 30時間未満

0時間以上 ～ 20時間未満

30時間以上 ～ 40時間以下

20時間以上 ～ 30時間未満 ×

0時間以上 ～ 20時間未満

30時間以上 ～ 40時間以下

20時間以上 ～ 30時間未満 ◎

0時間以上 ～ 20時間未満

30時間以上 ～ 40時間以下

20時間以上 ～ 30時間未満

0時間以上 ～ 20時間未満

～ 100人

1人 ～ 50人 ×

×

×

×

501人 ～ 以上

101人 ～ 500人 ◎

×

○

○

○

51人

週所定労働時間数

（一般社員が週40時間の場合）

人員

（現在の社会保険適用対象者）

○

○

×

 
次ページ以降は令和３年３月時点で厚生労働省ホームページに掲載されているガイドブックです 
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